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研究要旨 

「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」については令和元年にガイドライン発表、2年 4月よ

り制度開始となった。本事業推進に向けては、高齢者施策にかかわる庁内連携、広域連合や関係機

関との連携調整、「後期高齢者の質問票」の実施、ハイリスク・アプローチ、ポピュレーション・ア

プローチ事業等の企画・運営、研修、KDB等による健康課題分析と評価などを効果的かつ効率よく進

めていく必要がある。 

本研究では、①後期高齢者の質問票の検証、②自治体を対象とした、高齢者の保健事業と介護予防

の一体的実施の事業検証、③高齢者の保健事業プログラムの進捗に向けた進捗チェックリストの開

発、④保健事業対象者の抽出方法の検討、⑤高齢者の保健事業の企画、実施、評価のサポートとなる

ような KDB活用ツールの開発、を目的として研究を行った。 

（結果）①7 つの分担研究において横断的、縦断的、探索的研究が実施され、15 項目ではあるが高

齢者の保健事業のスクリーニングやフレイルの啓発における有用性が示唆された。慢性疾患を保有

する患者層でもその有用性について確認している。今年度 9 月末時点、全国の市町村の 81.7％が本

質問票を活用していることから、効果的な活用法について更なる研究が必要である。②今年度は

COVID-19 対策、緊急事態宣言のため、保健事業の低迷が心配されたが、自粛生活におけるフレイル

の進展を防止するため、質問票の郵送への切り替え、個別アプローチ、コロナ禍での生活の仕方の

啓発等が実施されていた。③ガイドライン、保健事業の実践プロセスに沿った進捗管理チェックリ

ストを開発、冊子ならびに Web にて公開した。Web 版はエクセル版で自治体の実情に合わせた改変が

可能である。自治体から本事業の推進には必須であるとの意見があった。④、⑤に向けて情報収集

を進めている。KDBからの保健事業対象者抽出法について、帳票との関連を整理、次年度のツール開

発につなげていく予定である。 
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A．研究目的 

高齢化の進行に伴い健康寿命の延伸、とくに

高齢者の健康確保・保持増進への対応は重要性

を増している。厚生労働省は令和元年 10月に

「高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライ

ン第 2版（以下ガイドライン）」を発表、令和 2

年 4月より後期高齢者医療広域連合（以下、広

域連合）と市町村が主体となり、介護保険の地

域支援事業、国保の保健事業と一体的に後期高

齢者に対する保健事業が始まった。本事業は、

健診データ（質問票を含む）やレセプト（医

療・介護）情報から高齢者の特性に合わせた保

健事業を実施するもので、市町村は庁内・地域

内の連携体制を組み、PDCAサイクルを回しなが

ら地域特性に合わせた保健事業を実施、高齢者

のフレイル予防や社会参加につなげ、在宅自立

期間の延長を目指すものである。この保健事業

が実効性を挙げるため、またさらに多くの自治

体の実施を促すためには、効果的な実施方法や

事業評価法の研究が必要である。 

 そこで本研究では、①後期高齢者の質問票の

検証、②自治体を対象とした、高齢者の保健事

業と介護予防の一体的実施の事業検証、③高齢

者の保健事業プログラムの進捗に向けた進捗チ

ェックリストの開発、④保健事業対象者の抽出

方法の検討、⑤高齢者の保健事業の企画、実

施、評価のサポートとなるような KDB活用ツー

ルの開発、を目的として研究を行う。 

 本年度は研究初年度として、主に①、②、③

に注力して研究を実施することとしている。 

 

B．研究方法 

①後期高齢者の質問票の検証  

分担研究者は各研究フィールドにおいて質問票を

実施し、断面調査での指標間の関連、追跡調査、要

介護状態との関連、有疾患者における質問票の妥

当性の検討など、各自テーマを定めて調査を行う。 

１）75 歳以上の後期高齢者に対して、質問票を複

数回実施する。先行研究にて令和元年度に質問

票を実施した対象者についてフォローアップを

おこなう（岡村）。 

２）大阪府豊能郡能勢町の介護予防事業「いきい

き百歳体操」に 2020年 7 月から 9月に参加し

た高齢者合計 417 名(前期高齢者 227 名、後期

高齢者 190 名)を対象とし、質問票調査と握力、

歩行速度測定を実施した（樺山）。 

３）群馬県吾妻郡嬬恋村で後期高齢者健康診査

を受診した 280 名を対象に、郵送にて後期高

齢者の保健事業用に作成された質問表を配布、

健康診査当日、調査員が回答を点検し、未記

入部分、未回答部分について聞き取りを行っ

た。性・年齢階級別の分析を実施した（鈴木）。 

４）柏スタディ参加者 2,044 名の内、2020 年３

月時点で生存かつ追跡可能な 1,495 名に対す

る郵送調査により高齢者の質問票データを取

得。調査時期は 2020 年４月下旬。同時に、公

的介護保険情報とも比較した（飯島）。 

５）SONIC 研究参加者のうち、2653 人に対して郵

送にて依頼状と質問票を配布した（2020年 8月

‐９月）。1783人から回答があり（参加率 67.2%）、

後期高齢者の質問票 15 項目に欠損がなかった

1576人（88.4%）を分析対象とした。（平均年齢

85.6（標準偏差 5.9）歳。基礎統計および探索的

因子分析、確認的因子分析を行った（石崎） 

６）後期高齢者の質問票の口腔機能関連質問項目

で地域在住高齢者の口腔機能を評価した場合の

該当者率と、該当者の栄養素等摂取量を明らか

とすることを目的とした。地域在住高齢者 511

名（平均年齢 73.1±5.6 歳）を対象。後期高齢者

の質問票の口腔機能類型質問である No.4 と

No.5 を用いて評価した。これらの質問項目のう

ち、どちらか一方でも該当した者を口腔機能が

低下している群（該当群）、該当しない群を非該

当群と定義した。また、栄養素等摂取量の評価

には、食物摂取頻度調査票を用いた聞き取り調

査を行った（渡邊）。 

７）関節リウマチ（RA)患者を対象に、「後期高齢



者の質問票」の信頼性・妥当性の検証を行う

ことを目的として、愛知県内のリウマチ専門

医の協力の下、RA の診断を受けた 65 才以上

の患者約 1,000 名を対象に、後期高齢者の質

問票と、包括的 QOL 尺度である EuroQol5 

Dimension 5水準版(EQ-5D-5L)、および基本チ

ェックリストによる調査を実施し、「後期高齢

者の質問票」15項目との関連を調べた（小嶋）。 

 

②自治体を対象とした、高齢者の保健事業と介

護予防の一体的実施の事業検証 

各研究者は、研究対象自治体の状況を把握し、

意見交換を行った。COVID-１９の影響により計

画通り進めにくい状況を把握し、支援方法を検

討した。 

コロナ禍でも工夫して事業を実施している自

治体について調査した。中核市規模による通い

の場における低栄養等のフレイルの実態を、後

期高齢者の質問票を中心に把握した。加えて健

康状態不明者についてアンケート及び KDB によ

るフレイルに関連する項目を一部把握した（田

中）。 

 

③高齢者の保健事業プログラムの進捗に向けた

進捗チェックリストの開発 

一体的実施では、事業全体の進捗を俯瞰し、関

係者との協力体制を円滑に進めるためのツール

が必要であるため、進捗チェックリストを開発

した。研究班会議にて作成方針を検討→既存の

進捗チェックリストを確認→素案作成→研究班

会議での意見交換・修正→自治体での試行実施

と意見聴取→修正および解説書の作成→発出方

法の検討の順に進めた（津下）。 

 

④保健事業対象者の抽出方法の検討 

⑤高齢者の保健事業の企画、実施、評価のサポー

トとなるような KDB活用ツールの開発 

開発の準備段階として KDB について学習した。

③のチェックリスト作成において、各事業と KDB

帳票の関連を整理する。 

 

C．結果 

①後期高齢者の質問票の検証  

厚生労働省実施状況調査（今年度 9 月末時点）

によると、全国で 966 自治体が特定健診時に標

準的な質問票に代えて使用、384 自治体が標準

的な質問票に加えて使用、357 自治体が通いの

場で健康状態の把握に使用、294 自治体が保健

指導時の健康状態アセスメントに使用、未活用

自治体は 319 自治体（18.3％）にとどまるなど、

全国的に普及してきた。質問票の妥当性の検証

並びに効果的な活用法について研究を行った。 

１）追跡調査にて、すべての質問項目で有意な

相関が認められた。食生活や運動以外の生

活習慣に関する質問項目での変化において

統計学的に差は認められなかった。歩行速

度が遅くなったと回答した者は増加の傾向

を示し(p=0.06)、30 分以上の運動を週 2 回

以上すると回答した者（特定健診問診票）

は有意に減少した(p=0.02)。（岡村） 

２）1日 3食食べていない、体重減少あり、自覚

的な歩行速度低下、転倒経験あり、社会参

加（付き合い）なし、ソーシャルサポートな

しの回答は身体的フレイル状態であること

と有意な関連を示した。（樺山） 

３）男女間で有意差のあった項目は 75-84 歳群

では「歩行速度」、「転倒」、「喫煙」であり、

85-94歳群では「物忘れ」、「喫煙」であった。

（鈴木） 

４）15問質問票の内的整合性は中程度であった。 

男性では社会的ネットワークやサポート、

喫煙歴の回答が不良の傾向であり、女性で

は口腔機能や転倒歴、身体活動習慣が不良

の傾向であった。要支援・要介護認定の有

無で比較すると、認定者の方が高齢であり、

主観的健康観や生活満足感が低く、身体機



能や認知機能、閉じこもりに関連する問い

の回答が悪かった。（飯島） 

５）主因子法で因子抽出を行い、固有値１以上

の因子数でプロマックス回転を行い各項目

の因子負荷量を求めたところ、因子数は５

つ、累積説明率は 25.2％であった。フレイ

ルに関する 12項目に限定して、確認的因子

分析を実施した結果、確認的因子分析の適

合度は良好であり、この 5 領域については

統計的に独立した領域と解釈できた。（石崎） 

６）口腔機能低下の該当者率は、全体で 32.9%、

前期高齢者で 28.2%、後期高齢者で 40.1%。

該当者率は男女間で有意差を認めなかった。

後期高齢者では、該当群の総エネルギー、

たんぱく質エネルギー比、たんぱく質、パ

ントテン酸、葉酸、ビタミン B6、ナイアシ

ン、ビタミン K、銅、亜鉛、リン、マグネシ

ウム、カリウム、食物繊維総量の摂取量が、

非該当群と比較して有意に少なかった。（渡

邊） 

７）RA 患者 364 人分（平均年齢 74.7±5.9 歳）

の暫定的な集計結果では、「後期高齢者の

質問票」15 項目のクロンバックのα係数は

0.651で、EQ-5D-5L、基本チェックリストと

の順位相関係数は-0.52 と 0.74 であった。

主因子法・プロマックス回転を用いて探索

的因子分析を行ったところ、「喫煙」が独立

した 1因子を構成したほか、「全体的評価、

運動機能」、「社会的側面」、「認知機能」、

「口腔機能・栄養状態」を反映する因子が

特定された。（小嶋） 

 

②自治体を対象とした、高齢者の保健事業と介

護予防の一体的実施の事業検証 

班会議録にあるように、コロナ禍でスタートし

た本事業において、研修機会の減少、現地訪問

の制限など、多くの困難が発生した。研究班で

は情報交換をしつつ、研究の進め方、自治体支

援の在り方を検討した。（全員） 

質問票の郵送などの方法をとって、高齢者支援

にあたる自治体も少なくなかった。大和市では

健康状態不明者は、健診・レセプト・要介護認

定がともに1年以上存在しない者として特徴と

予後を把握した。低栄養傾向（BMI20以下）者

は28％を占め、認知機能に関するリスクが高

く、1年後の要介護認定においては、要介護2以

上と判定される者が健診受診者や医療受診のあ

る者に比べ、高い比率で出現していた。（田

中） 

 

③高齢者の保健事業プログラムの進捗に向けた

進捗チェックリストの開発 

準備編、実践編、振り返り編の 3部構成とし、

必要なプロセスや役割をチェックできるよう配

慮した。自治体アンケートではチェックリスト

の必要性には賛同があったが、多くの修正意見

があった。できる範囲での修正を試み、解説付

きの媒体を作成した。冊子化およびホームペー

ジからエクセルでリスト入手を可能とし、自治

体の特性に応じて改変可能な状態で提供するこ

ととした。次年度には活用自治体の意見を聴取

し、さらに改善を加えていく予定である。（津

下）（http://ktsushita.com/cn4/pg3498.html)  

 

④保健事業対象者の抽出方法の検討 

「後期高齢者の保健事業対象者抽出のヒント」

を作成（図表）、今後具体的な抽出法について検

討していく。この結果をツール開発に活用して

いく予定である。 

 

D．結論 

高齢者質問票は 15 問ではあるが、高齢者の生活

習慣や食習慣、身体状況について、再現性を持

って把握でき、多面的なフレイルをとらえうる

ツールであることが示唆された。研究で得られ

た知見を保健事業に活用していくことが肝要で

http://ktsushita.com/cn4/pg3498.html


ある。 

進捗チェックリスト開発にあたっては、ガイド

ライン、既存保健事業チェックリスト、研究者

の知見、現場の意見を参考に令和 3 年度版を作

成した。広く市町村に活用いただき、ブラッシ

ュアップに努めたい。 

コロナ禍において高齢者のフレイル予防、重症

化予防はますます重要な課題として認識されて

いる。自治体の行う保健事業に資する研究を加

速すべきと考えている。 

 

E．健康危険情報 

 該当なし 
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②自治体を対象とした、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の事業検証

一体的実施の
状況

体制（主な担当課と役割） 主な実施内容 課題、苦労している点 成果 研究班員の助言 研究班活動や国へ提案

北海道A市
令和元年度よ
り実施

A市健康福祉部健康づくり推進
課と北海道大学産学・地域協働
推進機構が協力して実施

健診時の質問票に高齢者の質問票を追加。
健診データに国保データを連結。通いの場
で保健師等が２か月１回訪問指導を実施。

KDBでは診療科目コード、診療実日数（受診件
数）請求点数、調剤などレセプトデータの抽出
ができず、踏み込んだ分析ができない。コロナ
のため通いの場は参加者を２グループに分け
て、月1回のところ隔月に分けて参加しても
らっている。十分な効果が得られない可能性が
ある。

事業に関する情報が口コミで
広がり、これまで健診に参加
していなかった高齢者の参加
がみられた。コロナによっ
て、高齢者の健康情報に関す
るニーズが高まってきている
と感じられた。

健診や保健指導時の感染
対策を協議。口腔機能向
上のための保健指導のポ
イントを説明。健診の分
析結果を説明

KDBとレセプトデータの突合分析を
容易にする必要がある。現状では
データ処理と分析の専門家がいな
いと有益な情報が得られない。

群馬県B村
令和２年度よ
り実施

小規模農村自治体であり、住民
福祉課が保健事業・介護予防事
業を統括。桜美林大学大学院老
年学研究科と共同調査を継続。

健診時に高齢者の質問票を追加。これまで
も国保からの継続的な重症化予防に取り組
んでいる。今後は高齢者の質問票による課
題の抽出に努める。

令和２年度はコロナの影響により、検診時期の
変更や規模の縮小があり、通いの場も低調と
なった。

自治体職員や関係者で、後期
高齢者に対する保健事業の在
り方が明確化されたと思われ
る。

フレイル対策の具体的方
策などに関する意見具申
等。

KDBデータの具体的分析方法や成功
事例の紹介が望ましい。

神奈川県C市

令和２年度よ
り実施（一部
元年より実
施）

C市健康福祉部健康づくり推進
課が全体をコーディネート、国
保と高齢、衛生部門と協力して
実施。

・国保から継続して重症化予防を実施。健
康相談連絡票を活用して医療機関と連携。
健診・介護予防アンケートからフレイル予
防の栄養相談を実施。
・通いの場に、管理栄養士・歯科衛生士が
積極的に関与し、講話だけでなく、健康相
談を実施。
・R2年度はコロナ禍での状況を把握するた
め、アンケート（後期高齢者の質問票を含
む）を実施。

・コロナ禍では訪問ができず、電話栄養相談に
切替えたが、非対面では体重測定や居住状況の
確認ができず、適切な指導や評価が難しかっ
た。
・通いの場も開催されず、電話相談を実施した
が、状況把握や評価が難しかった。
・KDBについて現状では、歯科レセプトから歯
科の疾患名で抽出できず、歯科の課題が見えに
くい。「保健事業介入支援管理」から歯科の視
点で抽出ができない。

〇低栄養：介護予防（重症化
者の減少）、CKD：透析導入
予防
〇通いの場：社会的フレイル
の存在が明らかとなり、社会
的フレイルに重点を置いたア
プローチが可能となった

フレイル予防パンフレッ
トを活用した電話栄養相
談を提案。コロナ禍での
アンケートを提案。保健
事業全体の計画・実施方
法・分析・評価について
助言。

・KDBに限定せず、市町村独自の
データも活用しながら保健事業を
実施可能。
・歯科レセプトについて、歯科の
疾患名で抽出できるようにしてほ
しい。
「保健事業介入支援管理」に歯科
の視点から抽出できるようになる
と良い。（現状では、歯科の課題
が見えにくい）

神奈川県D市
令和２年度よ
り実施

国保が全体を取りまとめ、健康
づくり課保健師がコーディネー
ター、健康づくり課管理栄養士
がハイリスク者への事業実施、
通いの場については介護高齢
課・健康づくり課共に実施

健康づくり課管理栄養士が低栄養防止事業
を実施（電話による栄養相談等を中心に実
施）、また介護高齢課・健康づくり課が高
齢者の通いの場において、専門職を派遣
し、健康教育や健康測定会等を実施してい
る。

・コロナ禍において、訪問での栄養相談や歯科
相談の実施が現在難しい。電話相談は手軽で効
率的ではあるが、現状把握の難しさを感じてい
る。
・通いの場についても、中止や延期が相次ぎ継
続した実施が難しかった。
・７５歳以上・低栄養の可能性ありで抽出され
る方の半分以上が要支援・要介護の認定のある
方であった。これらの方々への情報提供やアプ
ローチをどうとらえていくか。

・７５歳以上の健診結果か
ら、低栄養の可能性のある方
へのアプローチができるよう
になった。
・電話で継続して栄養相談を
した方でも、体重の維持・増
加がみられている方もいるの
で、今後もこの方法を継続し
ていきたい。

個人の状態に合わせて、
助言している。

KDB抽出ツールの使用等について今
後検討していく。

愛知県E市

実施に向け
て、一部の事
業を試行しな
がら準備中

生活福祉部・医療福祉課が全体
をコーディネートし、生活福祉
部・保険年金課（KDB分析、重
症化予防）、高齢福祉部・地域
ケア推進課と健康部・健康増進
課（フレイル啓発）が協力して
実施。

2年間の健診データから低栄養の可能性の
高い人を抽出し、後期高齢者の質問票を含
む質問紙調査を実施。KDBデータ分析に関
する計画書を広域連合に提出済。

人材確保。事業全体を担当する力量のある医療
専門職を新たに雇用するのは難しく、人材育成
が課題。

健診の結果をどのように保健
事業・介護予防事業につなげ
ていくか、医療専門職以外の
事務職がこれまで意識してい
なかったが重要であることに
気づけた。

計画の立案支援

複数の担当課をまとめていくに
は、課長級以上の医療専門職の積
極的な関与が必要。本事業以外で
も、指導的立場の医療専門職の
ニーズが高まっているように感じ
る。



愛知県F市
令和４年度か
らの実施に向
けて準備中

国保、高齢介護課、保健セン
ターが協力して実施。令和３年
度中に組織改革の予定あり。

健診時の質問票を高齢者の質問票に変更。
国保から継続して重症化予防。通いの場に
保健師、歯科衛生士、栄養士、薬剤師が１
か所につき年に1回以上訪問。
KDBシステムを活用できる体制の構築。

担当課間の連携はできたが、市全体への周知、
取り組むべきテーマがまだ決定できていない。
令和３年度中に、KDBシステムを活用して取り
組むべき内容、事業対象者数、必要人員、経費
等を算出する予定。

健康課題を抽出するための
データベースシステムを整え
ることができた。

通いの場を拠点とし、後
期高齢者の質問票を活用
した在宅でのフレイル予
防プログラムの実施を提
案

どのようなものがどこまで事業経
費として認められるのかがよく分
からないので、情報提供していた
だきたい。

愛知県G市

令和元年度よ
り試験実施、
2年度より実
施

健康推進課、保険年金課、長寿
課が連携して準備、

健康状態不明者訪問（昨年度より継続）。
糖尿病、高血圧治療中断者支援、75～79歳
のBMI20以下、前年より体重減少が2㎏以上
ある者を抽出し保健指導、後期高齢者健診
結果から後期高齢者のフレイル状況の分
析。通いの場でのフレイル啓発

これまでも全庁的に市民の健康づくりに取り組
み、重症化予防で医師会とも連携して取り組ん
できたので、比較的順調に進んでいる。受診勧
奨しても翌年もまた対象に上がる人等困難事例
がある。事業評価をきちんとしたい。

介護、医療、健診のいずれの
データもない人の訪問を通じ
て、支援の必要な人へのアプ
ローチができた。

データの読み取り、対策
へのつなぎ、制度の活用
法などの助言。リモート
イベントの助言・協力。

データ活用、保健事業の企画。運
営のコツなどの研修、定期的な相
談をお願いしたい。

大阪府H町
令和２年度よ
り実施

保険医療課がコーディネートを
担い、介護部門、衛生部門がと
大阪大学保健学科と共同して実
施。

一般介護予防事業の場における血圧や老年
症候群を中心とした健康教育アウトリーチ
活動により、健康意識の向上とフレイル対
策の充実を図った。健康状態不明高齢者の
把握と訪問。町内医療機関および大阪大学
と連携し、通いの場を軸として町内の40歳
以上住民へ家庭血圧に関する知識の普及と
家庭血圧のセルフモニタリングによる高血
圧発症予防と重症化予防を実施した。

課・職種を超えた事業取り組みに対する意識の
共有がしやすい環境とはいえ、難しさもある。
KDB分析に改めて取り組むハードルがある（時
間的余裕、手法の難しさ）。

一般介護予防事業の場へ保健
師が出向いて健康教育等実施
した。健康状態不明高齢者の
状況を把握できた。

健康教育や保健指導の共
同実施。通いの場の効果
評価の分析と助言。町内
医療機関との連携を共に
行った。

KDBと使用した地域診断や健康課題
の抽出分析、解釈方法を具体的に示
す必要がある。
地域健康課題の分析に基づいたター
ゲットの設定や効果評価のための測
定内容、測定結果（後期高齢者問診
票含む）の活用の仕方の助言がある
と進めやすいと考えられた。

大阪府I市
令和３年度よ
り実施予定

介護予防所管課である高齢福祉
室がコーディネートを担い実
施。

翌年度からの実施計画を立てるために、
KDBから地域分析をして健康課題を明確化
した。前年度にモデル事業において低栄養
予防スクリーニングツールを作成し、該当
者へ栄養指導実施した。

実施前の体制整備、KDB分析による健康課題の
抽出。通いの場の参加者の継続的状況把握と分
析の方法。

来年度からの事業開始にむけ
た実施体制の整備。
フレイル啓発資材の作成と配
布（コロナ禍におけるフレイ
ル予防リーフレット、通いの
場の促進DVD、低栄養予防レ
シピ集）による啓発推進。

KDB分析支援と解釈の助
言。フレイル啓発資材の
監修や協力等、作成支
援。

KDBと使用した地域診断や評価支
援、啓発資材作成や対象者把握ツー
ルや方法について、地域の大学や専
門家と共同したり助言をあおぐことが
できると、より事業の質が高くなり、事
業自体の推進もしやすくなる状況が
認められた。



④保健事業対象者の抽出方法の検討 

 

 

 

  



【班会議開催状況と要旨】 

 

第１回班会議 4月23日(木) 13:00～15:00 

○質問票の検証、自治体事業の検証：COVID-19感染

拡大に伴う自粛生活の影響を考慮する。調査時期

についても、動き出せるタイミングに配慮する。  

〇通いの場や地域資源へつなぐことが重要であった

が、情勢を踏まえ、郵送等の実施方法に変更して

高齢者の暮らしを支援した例示を作っていけると

良い。  

〇質問票については、普段（自粛生活前）前の健康

状態を聞くのか、現時点での健康状態を聞くの

か、回答者に分かりやすい質問票となるよう工夫

をする。  

〇かかりつけ医向けの質問票対応マニュアルの紹介 

 

第２回班会議 5月28日(木) 10:00～12:00 

〇全国の情勢：広域連合より受託して本年度事業を

実施する市町村は399市町村（22.9％）、令和3年

度から実施予定は449市町村、令和4年度から実施

予定は50市町村。842市町村は未定と回答。 

（意見）実施時期を先延ばしにする理由として、財

源やマンパワーの課題、新規事業に対し負担を感

じ、周囲の取組みを見てからと考えるという市町

村の声を聞く。一体的実施の特徴として、庁内連

携のもとで主担当をどの課におくか、誰がリーダ

ーシップをとるのか等の課題もある。 

〇KDB システムについて 

・介入支援対象者一覧により、「事業実施予定者」

「事業実施者」「事業実施中断者」の区分けができ

る。地区別（保険者、二次医療圏単位、地区）、個

人別のデータも出力可能。 

・重複薬剤処方と他医療機関での重複処方について、

同一月内毎での把握となっているため、月をまた

いで他の医療機関で重複処方された場合の把握は

難しい。 

・国保中央会で突合処理を行ったデータを連合会に

還元しているが、一部の保険者では介護のデータ

を KDB システムに連携していない実情もある。 

・国保中央会で KDB 活用マニュアルを作成中。具体

的な事例を横展開できるよう、複合的なバリエー

ションも含めていく。 

（意見）KDB の活用法について保険者が十分把握で

きていない様子。詳細な事業評価のために、保険者

が突合 CSV を活用できるような研修機会があると

良い。 

・保険者によっては KDB システムに不慣れであるこ

とから、事業開始の一歩を踏み出せない面もある。

KDB を当たり前にどの保険者でも活用できるよう

になることが理想である。そのためには KDB を活

用することでこんな世界が見えると、担当者自身

が実感することが重要。事業に取り組む担当者に

目線を合わせて、取り組みやすい、分かりやすい研

修を行う、事例を提供することが重要。研修会は初

級編、中級編、上級編と区分したり、繰り返し行う

ことも大切。KDB 操作については動画もあると良い。 

 

第３回班会議 ８月５日(水) 14：00～15：30 

〇分担研究の進捗状況：COVID-19 の状況、緊急事態

宣言を受けて、当初計画との現状との相違、今後

の見通しについて情報交換  

・健診の中止、遅れなどの影響が出ている自治体も

あるが、計画通り進んでいるところもある。感染

症の動向により変化がありうる。 

・会場招待型→郵送への変更を行い、研究継続を予

定している。 

・通いの場を実施しても参加者の減少がある。 

・KDB の活用に苦労している様子。活用が進むよう、

研究班としても支援していく。 

〇分担研究者がコロナの影響などを追加で聞いてい

る質問事項 

1. 新型コロナウィルスの影響で、生活に変化はあり

ましたか。 

2. １で「はい」と答えた方へ→生活の具体的な変化

（お困りごとなど）をお書きください。 

3. 生活の中で不安に感じることはありますか。 



4. 3で「はい」と答えた方へ→不安に感じているこ

とを具体的にお書きください。 

など。 

〇国の情勢： 

・令和 2 年度の委託事業として、広域連合と自治体

の取組調査を行う⇔研究班協力 

・高齢者の保健事業のあり方検討ワーキンググルー

プを開催予定 

〇国保中央会 

・令和 2 年 7 月「高齢者の保健事業を介護予防の一

体的実施に向けた医療専門職のための KDB システム

活用マニュアル Vol. 1 を発出。ガイドラインに

沿って、どの帳票をどの作業で打ち出すことができ

るか、解説している。 

  

第４回班会議 10月9日（金) ９：00～11:00 

〇国の情勢：特別調整交付金について、事前準備状況

調査では令和 2 年度から開始する市町は 399 予定で

あったが、現時点で 320 の自治体から申請。 

〇国保中央会の動向 

一体的実施事業の各連合会でセミナーを実施。コロ

ナ禍の影響はあるが、36 の国保連合会で開催された。

今年 7 月まで事業が止まっていたようだが、少しず

つ進みだしてきている。12 月には国保連合会、広域

連合と合同でオンライン研修を予定。 

〇分担研究の進捗状況 

(石崎) SONIC スタディ調査で 2700 人に郵送、回答

率は 4 分の 3、関東だけて 870 人。コロナの状況も

把握している。 

(田中友規)柏スタディの追跡調査で質問票を配布。

回答率は 75 パーセント 1075 名分。データの分布

は 73 歳から 98 歳まで男女比は 1 対 1。 

(小嶋)リウマチ患者を対象に 800 人の予定を組んで

いる。3 医療機関での倫理審査を待っている状況。 

〇一体的実施のための進捗チェックリスト津下原案

提示、意見交換 

・進んでいない自治体に向けて、事業の意義や内容

を理解してもらうことが必要。担当者向けパンフ

レットや事例集などを作成し、チェックリストと

セットとした方がよい。 

・自治体のミッション（総合計画やマニュフェスト

等）と整合性を合わせるとうまくいく感じもする。 

・交付基準を満たしているかがわかるのはよい。 

・総合評価の項目を見ると、事業のゴールが見えて

くると思う。 

・国保ヘルスサポート事業保健事業支援評価委員会

で意見を求められたときに、このような評価のポ

イントが提示されていると意見しやすい。職種や

所管ごとに評価を可視化すると、自分たちは評価

しなかったが、他の所管が評価している、などがわ

かってよい。評価を数字だけでなく、前と比較して

どこが良くなった、どこががんばったかが一目で

わかるのは面白い。 

・チェックリストという共通のものがあると、どう

事業が進んでいくかが積み上がっていく。自治体

ごとにカスタマイズしてもよいと思う。 

・評価を誰がするのか、フィードバックをどうかけ

るのかが整理されていないように思える。どんな

体制で評価したらよいかを示すべき。 

〇作成した進捗チェックリストについて、自治体よ

り意見をもらい、修正する予定。 

 

第５回班会議 令和3年2月1日（月)10：00～12:00 

〇国の情勢：高齢者の保健事業と介護予防の一体的

実施の全国的な横展開事業について（KDB 開発

ツール、セミナー等） 

〇後期高齢者の質問票の検証：                 

各分担研究の実施状況、データ分析等について

プレゼンテーション、ディスカッション（各分

担報告書参照） 

〇高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施：自治

体における実施状況  

（田中）大和市について。管理栄養士の通いの場への

関与／通いの場に管理栄養士と歯科衛生士が訪問

し、質問票を記入してもらい回収。健診データの同

意を得た人はハイリスク抽出のデータとして使用



している。コロナ禍での対応としてはハイリスク

者への訪問を電話相談に切り替え、郵送による情

報提供を行なった。 

健康状態不明者の経過／全くデータのない健康状

態不明者を抽出してアンケートを送付。健康状態

を把握し、リスクの有無、そして適切な支援につな

げるという内容で実施。結果、やせが多い、認知機

能に関するリスクが高くて、人付き合いが少ない、

また急に悪化し要介護となることがわかった。し

かしアンケートの回収率は 50％あり、決して無関

心層ではなく、少し背中を押すと動きそうな人が

非常に多いという印象を受けた。 

（樺山）規模の違う自治体（吹田市、能勢町）それぞ

れの効果的な行政の介入についての考察。能勢町

は全住民が歩いて行ける場所に通いの場が必ずあ

るという特徴がある。吹田市も 145 カ所もあり、

かなりの人数が参加しているが、割合にすると 1％

未満ぐらいの高齢者しか参加できていない。能勢

町は、企画調整の保健師は保健事業と同一人物が

担っていて、連携の調整は不要であることと、地域

包括自体も直営のため、同じ事務所内で風通しよ

く進めることができた。大きい自治体では現場は

高齢の部門になるため、高齢の部門が主体となっ

て進めていくのが意外にスムースかもしれない。

両自治体ともＫＤＢから抽出したハイリスク・ア

プローチとしては、健康状態不明者を訪問した。 

（渡邊）岩見沢市で保健事業の健診事業と介護予防

を一体で実施し、クチトレという口のトレーニン

グ器具を半年間実施してもらい、その後 2 年間半

年おきに研修を実施していく研究。今年度は 10 月

末に実際の来場型健診を実施。この対象者の医科

歯科の受診数・医療費を調査。今回コロナの影響で

外出控えがあることと、北海道は日照時間が短い

ことから、ビタミンＤの影響を考え測定。健常者か

らフレイルのほうへ低下していくのがわかった。 

（鈴木）実際に自治体でいろいろ工夫していること

がわかった。また、渡邊先生が紹介したビタミンＤ

について、高齢者の COVID-19 予防対策として血中

のＤ濃度を 30ｎ以上に上げておくというのがエビ

デンスでもう出てきている。今回の栄養指導で、こ

うしたエビデンスを基にすることは重要になると

思う。今回の質問票をコロナにあわせた形で活用

できるところを少しでも見つけていくのが大事だ。 

 

〇進捗チェックリストの進捗状況 

 自治体にチェックリストを実際に使ってもらった

意見を反映、交付基準も明記した修正版を資料と

して提示し、先生方へ再確認を依頼。チェックリス

ト単独ではなく、ガイドライン等を引用し、理解に

つなげる冊子化にむけて編集しているところ。 

 

〇事業類型別）KDB による事業対象者抽出 

・ＫＤＢで健康課題を抽出について、より具体的に、

ＫＤＢのどの帳票を使って、どのような人たちの

リストアップが可能かを示してほしいという声が

ある。抽出のうまくいきそうな例を示せないかと

考えており、先生方の経験やいままでのエビデン

ス、質問票の分析結果などから導き出されたもの

を提示したい。 

・後期高齢者にとって気をつけるべき薬がＫＤＢに

リストアップされるとよい。後期高齢者に関して

は下げ過ぎへの注意が必要。糖尿病の HbA1c、収縮

血圧が低い方はフレイルリスクが高いというフィ

ールド調査も出ている。下限に関して老年医学会

でもいくつかガイドライン等を出ているのでこれ

らを示しながら、下限より低い方に関して、低栄養

と同じようなフォローが必要なのかとは思う。 

・学会のガイドライン上で示されていることを中心

に、後期高齢者は若い世代と違う抽出方法である

ことを具体的に示すことで、理解が進むと思う。 
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